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ＤＣＭ株式会社 
（旧社名 ＤＣＭ分割準備株式会社） 

 

 

貸 借 対 照 表 
（ 2021年２月28日現在 ） 

（単位：円） 

科      目 金      額 科      目 金      額 

( 資 産 の 部 )  ( 負 債 の 部 )  

流 動 資 産 100,000,309 流 動 負 債 2,870,172 

現 金 及 び 預 金 100,000,309 未 払 法 人 税 等 164,945 

  為 替 予 約 2,705,227 

    

    

  負 債 合 計 2,870,172 

    

  ( 純 資 産 の 部 )  

  株 主 資 本 97,130,137 

  資 本 金 100,000,000 

    

  利 益 剰 余 金 △2,869,863 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 △2,869,863 

  繰 越 利 益 剰 余 金 △2,869,863 

  純 資 産 合 計 97,130,137 

資 産 合 計 100,000,309 負 債 純 資産 合計 100,000,309 
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損  益  計  算  書 

(2020年４月１日から

2021年２月28日まで) 
（単位：円） 

科      目 金              額 

営 業 収 益    

売 上 高   0 

売 上 原 価   0 

売 上 総 利 益       0 

そ の 他   0 

営 業 総 利 益       0 

販売費及び一般管理費   0 

営 業 利 益       0 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息  364 364 

営 業 外 費 用    

為 替 差 損  2,705,227 2,705,227 

経 常 損 失       △ 2,704,863 

税 引 前 当 期 純 損 失       △ 2,704,863 

法人税、住民税及び事業税  165,000 165,000 

当 期 純 損 失  △ 2,869,863 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

(2020年４月１日から

2021年２月28日まで) 
（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

株  主  資  本 

純資産合計 
資本金   

利益剰余金 

株主資本合計 
その他利益剰余金 

利益剰余金 

合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 - - - - - 

当期の変動額      

新株の発行  100,000,000  - 100,000,000 100,000,000 

 当期純利益   △2,869,863 △2,869,863 △2,869,863 △2,869,863 

当期変動額合計 100,000,000 △2,869,863 △2,869,863 97,130,137 97,130,137 

当期末残高 100,000,000 △2,869,863 △2,869,863 97,130,137 97,130,137 
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 

 

２． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算 

の基準 

 

３． 事業年度に関する事項 

 

 

４． 消費税等の会計処理 

 

５． 金額の単位 

 

時価法 

 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。 

 

当社は、2020年４月１日設立であり、第１期は2020年４月１日か

ら2021年2月28日までの11ヵ月決算となっております。 

 

税抜方式を採用しております。 

 

重要な後発事象については百万円単位で記載しております。 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

発行済株式       

普通株式 －株 100株  －株 100株 

合 計 －株 100株 －株 100株 

 

 

（金融商品に関する注記） 

金融商品の時価等に関する事項 

2021年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預金 100,000,309 100,000,309 － 

資産計 100,000,309 100,000,309 － 

未払法人税等 164,945 164,945 － 

負債計 164,945 164,945 － 

デリバティブ(※) (2,705,227) (2,705,227) － 

   （※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、正味で債務となる場合は、 

( )で表示しております。 

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券及びデリバティブに関する事項 

資 産 

現金及び預金 

短期決済であり、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿価額によっております。 

負 債 

未払法人税等 

短期決済であり、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿価額によっております。 

 

デリバティブ取引 

取引先金融機関より提示された価格に基づき算定しております。 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

１. １株当たり純資産額 971,301円37銭 

２. １株当たり当期純損失 △28,698円63銭 
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（重要な後発事象） 

（共通支配下の取引等） 

当社は、2021年３月１日を効力発生日として、ＤＣＭホールディングス株式会社が営むホームセンター事業を会社分

割により承継するとともに、同社の連結子会社であるホームセンター事業会社５社（ＤＣＭカーマ株式会社、ＤＣＭダ

イキ株式会社、ＤＣＭホーマック株式会社、ＤＣＭサンワ株式会社、ＤＣＭくろがねや株式会社）を吸収合併しており

ます。なお、当社及びホームセンター事業会社５社はいずれもＤＣＭホールディングス株式会社の完全子会社です。 

 

１．会社分割及び合併の目的 

ＤＣＭグループは、来るべき未来におけるお客さまの需要や社会・経済に関わる未曾有の変化に対して、これま

で以上に迅速かつ効果的に対応していくために、経営面（戦略的意思決定）と執行面（地域・店舗・商品等の戦略）

をより明確に分け、経営面においては、法人格をＤＣＭ株式会社に統一することで、ホームセンター事業全体の戦

略に関する意思決定の迅速化を図り、執行面においては、地域・店舗・商品等の戦略を展開して参ります。 

 

２．会社分割の概要 

（1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及び当該事業の内容 

①分割会社 ＤＣＭホールディングス株式会社 

②承継会社 ＤＣＭ株式会社（当社） 

③対象事業の内容 ホームセンター事業 

（2）企業結合日 

2021年３月１日 

（3）会社分割の法的形式 

ＤＣＭホールディングス株式会社を分割会社、当社を承継会社とする吸収分割 

（4）結合後の企業の名称 

ＤＣＭ株式会社 

     

３．合併の概要 

（1）結合当事企業の名称及び当該事業の内容 

①存続会社 ＤＣＭ株式会社（当社） ホームセンター事業 

②消滅会社 ＤＣＭカーマ株式会社 ホームセンター事業 

ＤＣＭダイキ株式会社 ホームセンター事業 

       ＤＣＭホーマック株式会社 ホームセンター事業 

ＤＣＭサンワ株式会社 ホームセンター事業 

 ＤＣＭくろがねや株式会社 ホームセンター事業 

（2）企業結合日 

2021年３月１日 

（3）企業結合の法的形式 

当社を存続会社とし、ＤＣＭカーマ株式会社、ＤＣＭダイキ株式会社、ＤＣＭホーマック株式会社、ＤＣＭサ

ンワ株式会社、ＤＣＭくろがねや株式会社を消滅会社とする吸収合併 

（4）結合後の企業の名称 

   ＤＣＭ株式会社 
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４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 流動資産 固定資産 流動負債 固定負債 

ＤＣＭホールディングス㈱※ 11,198百万円 17,105百万円 －百万円 －百万円 

ＤＣＭカーマ㈱ 36,679百万円 76,732百万円 37,839百万円 11,014百万円 

ＤＣＭダイキ㈱ 27,341百万円 54,429百万円 38,087百万円 9,680百万円 

ＤＣＭホーマック㈱ 42,630百万円 108,880百万円 51,989百万円 26,728百万円 

ＤＣＭサンワ㈱ 3,845百万円 9,127百万円 4,530百万円 3,338百万円 

ＤＣＭくろがねや㈱ 5,073百万円 8,788百万円 4,362百万円 906百万円 

合 計 126,769百万円 275,062百万円 136,810百万円 51,668百万円 

※本件分割により、当社が承継した資産・負債を記載しております。 

 

５．実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として

会計処理を行います。 
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